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タイでは、個人情報保護法(The Personal Data Protection Act BE 2562 (2019)、以下｢PDPA｣という。)が、2022 年 6 月 1 日に全

面的に施行される予定である。また、施行日までに、PDPA の詳細を定めた下位規則(以下｢PDPA 下位規則｣という。)が制定され

ることが予想される。これまで、2021 年 2 月及び同年 6 月に、PDPA 下位規則に関する公聴会がそれぞれ異なる部会により開催

され、データ主体からの同意取得の方法及び基準、プライバシーノーティス、データのセキュリティ対策、越境移転、データ主体の

権利、PDPA の適用範囲及び適用除外、管理者及び処理者の義務等の重要な問題が取り上げられてきた。 

 最後となる第三部会に関する公聴会は、2021 年 9 月 6 日から 9 日にかけてオンラインで開催された。同公聴会では、以下の 4

項目が審議された。 

• 行動規範 • データ保護影響評価

• PDPA 認証 • 自動化された個人意思決定

 ｢行動規範(Code of Conduct)｣の概念は、今回の公聴会で初めて導入された。これは、事業者が PDPA を既に遵守しているかど

うかの判断基準として用いられることが想定されている。具体的には、管理者及び処理者は、分野ごとに、｢コードオーナー｣と呼

ばれる代表者を通じて、個人情報保護委員会事務局(Personal Data Protection Office)から行動規範の承認を受けることができ

る。｢行動規範｣は、拘束力及び執行力を有するとされているため、行動規範の遵守状況を監視する仕組み及び不遵守に対する

制裁が定められることが想定される。そして、管理者及び処理者が承認された行動規範を遵守している場合には、PDPA の遵守

が推定される予定である。 

 ｢PDPA 認証(PDPA Certification)｣とは、適切な保護措置を実施していることを示すため管理者及び処理者が受けることができる

認証である。認証機関は、個人情報保護委員会事務局(Personal Data Protection Office)からの認定を受けた個人あるいは団体

でなければならない。PDPA 下位規則において、認証基準、認証機関の認定プロセス及びその他必要となる認証メカニズムが定

められる予定である。 

 ｢データ保護影響評価(Data Protection Impact Assessment、以下｢DPIA｣という。)｣に関して、PDPA 上、管理者及び処理者は

DPIA を実施する直接の義務は負っていない。もっとも、管理者及び処理者は、個人データについて適切な保護措置を実施する義

務を負っている。PDPA 下位規則では、かかる義務に基づき、データ処理がデータ主体の権利と自由に影響を与える｢リスクが高

い場合(Resulting in a high risk)｣、管理者及び処理者に対して、当該データを処理する前に DPIA の実施を求めることが想定され

ている。｢リスクが高い場合｣の具体的な要件は、PDPA 下位規則に定められる予定である。 

 さらに、PDPA 下位規則には、｢自動化された個人意思決定(Automated Individual Decision-Making)｣の概念について詳しく規定

されることが想定されている。当該概念においては、管理者に対して人の介在を求める権利がデータ主体に認められている点が

重要である。もっとも、当該権利には一定の例外が設けられており、例えば、データ主体と管理者との間の契約の締結又は履行

のために必要な場合、法律により認められる場合、データ主体の明示的な同意に基づいている場合等が当該例外に該当する。 
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 今回の公聴会で審議されウェブサイトでも公開されている上記の PDPA 下位規則の案は、PDPA と同じく、EU 一般データ保護

規則(GDPR)に類似した内容になっていると言える。もっとも、当該案は現時点では確定したものではなく今後変更される可能性が

あるため、今後の動向を注視する必要がある。 

当事務所では、クライアントの皆様のビジネスニーズに即応すべく、弁護士等が各分野で時宜にかなったトピックを解説したニューズレターを執筆し、

随時発行しております。N&A ニューズレター購読をご希望の方は N&A ニューズレター 配信申込・変更フォームよりお手続きをお願いいたします。 

また、バックナンバーはこちらに掲載しておりますので、あわせてご覧ください。 

本ニューズレターはリーガルアドバイスを目的とするものではなく、個別の案件については当該案件の個別の状況に応じ、日本法または現地法弁護

士の適切なアドバイスを求めていただく必要があります。また、本稿に記載の見解は執筆担当者の個人的見解であり、当事務所または当事務所の

クライアントの見解ではありません。
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